
ファイル名:0000000_1_0152047502511.doc 更新日時:2013/11/14 20:41:00 印刷日時:13/11/14 20:44 

 

 

四 半 期 報 告 書 
 

(第75期第３四半期) 

 

 

 



ファイル名:0000000_3_0152047502511.doc 更新日時:2009/08/13 14:09:00 印刷日時:13/11/14 20:44 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

○○○ 
 



ファイル名:0000000_4_0152047502511.doc 更新日時:2013/11/14 20:44:00 印刷日時:13/11/14 20:44 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………２ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………３ 

１ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………３ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………３ 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………３ 

第３ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………５ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………５ 

２ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………６ 

第４ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………７ 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………８ 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………15 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………16 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年11月13日 

【四半期会計期間】 第75期第３四半期(自  平成25年７月１日  至  平成25年９月30日) 

【会社名】 キヤノン電子株式会社 

【英訳名】 CANON ELECTRONICS INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  酒 巻   久 

【本店の所在の場所】 埼玉県秩父市下影森1248番地 

【電話番号】 0494-23-3111 

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理部長  石 塚   巧 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝公園三丁目５番10号 

【電話番号】 03-6910-4111 

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理部長  石 塚   巧 

【縦覧に供する場所】 キヤノン電子株式会社 

 (東京都港区芝公園三丁目５番10号) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期 

第３四半期 
連結累計期間

第75期 
第３四半期 
連結累計期間

第74期

会計期間
自  平成24年１月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年１月１日 
至  平成25年９月30日

自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日

売上高 (百万円) 80,230 74,077 105,450 

経常利益 (百万円) 8,020 9,092 10,652 

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,626 6,352 6,213 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,630 6,802 6,857 

純資産額 (百万円) 66,977 72,498 68,202 

総資産額 (百万円) 90,641 94,839 91,061 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 109.70 152.69 147.68 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 73.6 76.2 74.6 

回次
第74期 

第３四半期 
連結会計期間

第75期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.53 48.47 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（１）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間（平成25年1月1日～平成25年９月30日）の経済情勢は、長期化する欧州の

景気低迷や中国経済の不透明感など楽観できない要因はあるものの、積極的な金融・財政政策を推し進

めるアメリカとわが国を中心に景気を下支えしています。世界経済全体としては次第に回復基調がみら

れるようになり、景気は緩やかに回復しつつあります。為替は、前期と比べ米ドル、ユーロともに円安

傾向で推移しました。 

 当社グループ関連市場は、デジタルカメラ市場は、厳しい状況で推移しました。ドキュメントスキャ

ナー市場は、低価格・コンパクトタイプを中心に市場が拡大しました。情報関連市場は、堅調に推移し

ました。 

 このような中で当社グループは、世界トップレベルの高収益企業を目指し、経営全般にわたりムダ排

除に徹底的に取り組み、利益体質の維持向上に注力してまいりました。また、全社を挙げた生産性向上

活動、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）環境活動を全社員で強力に推し進めてまいりまし

た。 

 これらの結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は740億77百万円（前年同期比7.7%減）、連

結営業利益は83億42万円（前年同期比8.4%増）、連結四半期純利益は63億52百万円（前年同期比37.3％

増）となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

①コンポーネント 

当セグメントにおきましては、レンズ交換式デジタルカメラ関連製品について、防振ユニット及び

交換レンズ用絞りユニットは堅調に推移しましたが、シャッターユニットは厳しい状況で推移しまし

た。一方、コンパクトデジタルカメラ用シャッターユニットはスマートフォンの普及の影響等によ

り、また、ムービー用絞りユニットは市場縮小の影響を受け、売上は減少しました。レーザースキャ

ナーユニットは販売数が前年同期に比べ増加しました。 

 これらの結果、当セグメントの売上高は406億29百万円（前年同期比8.5％減）、営業利益は55億78

百万円（前年同期比6.2％増）となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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②電子情報機器 

当セグメントにおきましては、ドキュメントスキャナーは、昨年下期に投入したimageFORMULA（イ

メージフォーミュラ）シリーズの新製品「DR-1100/1130」の販売数が上向き、売上が増加しました。

ハンディターミナルは、金融業界向けや飲料業界向けで大型商談を獲得し、売上が増加しました。ま

た、７月に標準型ハンディターミナルの新製品「GT-30/31」、９月にグリップ型ハンディターミナル

の新製品「ET-100」を発売し、拡販を行いました。レーザープリンターは売上が減少しました。 

 これらの結果、当セグメントの売上高は252億90百万円（前年同期比9.7％減）、営業利益は37億37

百万円（前年同期比13.8％増）となりました。 

③その他 

当セグメントにおきましては、情報関連事業において、新製品として、ハッカーによる標的型攻撃

から企業の情報資産を守るWindows用セキュリティソフト「SML セキュリティスイート」を発売し、

拡販を行いました。また、システム開発案件の獲得に努めるとともに、金融機関向け、医療機関向け

等のパッケージソフトウェアの販売にも注力しました。 

 これらの結果、当セグメントの売上高は81億56百万円（前年同期比4.3％増）、営業損失は71百万

円となりました。 

  

（２）財政状態の分析 

（資産） 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は948億39百万円となり、前連結会計年度末に比べ37億77百

万円増加しました。流動資産は560億円となり、40億96百万円増加しました。主な要因は、受取手形

及び売掛金の増加によるものです。固定資産は388億38百万円となり、３億18百万円減少しました。

うち有形固定資産は346億14百万円となり、３億38百万円増加しました。 

（負債） 

当第３四半期連結会計期間末の負債は223億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億18百万

円減少しました。流動負債は199億円となり、１億19百万円減少しました。主な要因は、未払費用の

減少によるものです。固定負債は24億40百万円となり、３億98百万円減少しました。 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は724億98百万円となり、前連結会計年度末に比べ42億96百

万円増加しました。主な要因は、四半期純利益計上と剰余金の配当によるものです。この結果、自己

資本比率は、前連結会計年度末の74.6％から76.2％となりました。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

（４）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,144百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）提出日現在発行数には、平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。   

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,206,540 42,206,540 
東京証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数 
100株

計 42,206,540 42,206,540 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年９月30日 ― 42,206,540 ― 4,969 ― 9,595 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年６月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注) １．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,500株が（議決権15個）含まれて

おります。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式39株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

退任役員 

  

 
  

   平成25年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式 
606,300 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

41,365,800 
413,658 同上

単元未満株式 
普通株式 
234,440 

― 同上

発行済株式総数 42,206,540 ― ―

総株主の議決権 ― 413,658 ―

  平成25年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
キヤノン電子株式会社 

埼玉県秩父市下影森1248 606,300 ― 606,300 1.5 

計 ― 606,300 ― 606,300 1.5 

２ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 異動年月日

常勤監査役 ― 後藤 良秋 平成25年９月10日
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年１月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,489 28,999

受取手形及び売掛金 16,879 19,670

リース投資資産 204 154

商品及び製品 1,570 1,577

仕掛品 2,875 3,133

原材料及び貯蔵品 135 96

繰延税金資産 428 896

その他 1,325 1,476

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 51,903 56,000

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,844 14,395

機械装置及び運搬具（純額） 2,204 2,029

工具、器具及び備品（純額） 3,163 3,460

土地 13,696 13,784

建設仮勘定 366 944

有形固定資産合計 34,275 34,614

無形固定資産   

のれん 185 46

その他 841 868

無形固定資産合計 1,026 915

投資その他の資産   

投資有価証券 1,403 1,080

繰延税金資産 1,587 1,345

その他 865 883

貸倒引当金 △1 △0

投資その他の資産合計 3,855 3,309

固定資産合計 39,157 38,838

資産合計 91,061 94,839
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,576 14,370

リース債務 75 73

未払費用 1,448 940

未払法人税等 1,702 1,984

賞与引当金 352 1,471

役員賞与引当金 50 47

受注損失引当金 45 33

その他 1,766 979

流動負債合計 20,019 19,900

固定負債   

退職給付引当金 2,255 2,104

役員退職慰労引当金 371 252

繰延税金負債 48 5

資産除去債務 － 4

その他 164 73

固定負債合計 2,839 2,440

負債合計 22,858 22,340

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,969 4,969

資本剰余金 9,595 9,595

利益剰余金 54,808 58,664

自己株式 △1,070 △1,071

株主資本合計 68,302 72,157

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 89 133

為替換算調整勘定 △464 △62

その他の包括利益累計額合計 △375 71

新株予約権 235 225

少数株主持分 40 44

純資産合計 68,202 72,498

負債純資産合計 91,061 94,839
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高 80,230 74,077

売上原価 64,772 57,749

売上総利益 15,458 16,327

販売費及び一般管理費 7,764 7,985

営業利益 7,693 8,342

営業外収益   

為替差益 193 588

その他 138 165

営業外収益合計 332 753

営業外費用   

支払利息 2 －

その他 3 3

営業外費用合計 5 3

経常利益 8,020 9,092

特別利益   

投資有価証券売却益 33 675

その他 9 49

特別利益合計 43 724

特別損失   

固定資産除売却損 2 3

投資有価証券評価損 584 －

その他 52 －

特別損失合計 639 3

税金等調整前四半期純利益 7,423 9,813

法人税、住民税及び事業税 3,048 3,716

法人税等調整額 △253 △259

法人税等合計 2,795 3,457

少数株主損益調整前四半期純利益 4,628 6,356

少数株主利益 1 4

四半期純利益 4,626 6,352
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 4,628 6,356

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △13 44

為替換算調整勘定 15 402

その他の包括利益合計 2 446

四半期包括利益 4,630 6,802

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,628 6,798

少数株主に係る四半期包括利益 1 4
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【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  保証債務 

従業員の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年１月１日  至  平成25年９月30日)

（永年勤続慰労引当金） 

 当社は、永年勤続の従業員に対する慰労金の支出に備えるため、内規に基づく支給見込額を「永年勤続慰労引

当金」として計上していましたが、リフレッシュ休暇制度の廃止に伴い、「永年勤続慰労引当金」を第１四半期

連結会計期間において全額取り崩しております。 

 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

前連結会計年度 
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日)

従業員の借入金(住宅資金) 112百万円 従業員の借入金(住宅資金) 96百万円 

 (自  平成24年１月１日 
至  平成24年９月30日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間

減価償却費 2,316百万円 3,193百万円 

のれんの償却額 138  〃  138 〃 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成25年１月１日  至  平成25年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。  

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月28日 
定時株主総会 

普通株式 1,265 30.00 平成23年12月31日 平成24年３月29日 利益剰余金

平成24年７月19日 
取締役会 

普通株式 1,265 30.00 平成24年６月30日 平成24年８月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日 
定時株主総会 

普通株式 1,248 30.00 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金

平成25年７月23日 
取締役会 

普通株式 1,248 30.00 平成25年６月30日 平成25年８月27日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日) 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にソフトウエアの開発・販 

 売、ITソリューション等を含んでおります。 

 ２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年１月１日  至  平成25年９月30日) 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にソフトウエアの開発・販 

 売、ITソリューション等を含んでおります。 

 ２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

  (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３コンポーネント 電子情報機器 計

売上高        

 外部顧客への 
   売上高 

44,397 28,014 72,412 7,818 80,230 ― 80,230 

 セグメント間の 
   内部売上高 
   又は振替高 

72 636 708 101 810 △810 ― 

計 44,470 28,650 73,121 7,919 81,041 △810 80,230 

セグメント利益
又は損失（△） 

5,251 3,282 8,534 △338 8,196 △502 7,693 

  (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３コンポーネント 電子情報機器 計

売上高        

 外部顧客への 
   売上高 

40,629 25,290 65,920 8,156 74,077 ― 74,077 

 セグメント間の 
   内部売上高 
   又は振替高 

54 642 697 178 876 △876 ― 

計 40,684 25,933 66,618 8,335 74,953 △876 74,077 

セグメント利益
又は損失（△） 

5,578 3,737 9,315 △71 9,244 △902 8,342 
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(デリバティブ取引関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

第75期(平成25年１月１日から平成25年12月31日まで)中間配当について、平成25年７月23日開催の取締

役会において、平成25年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。 

①  配当金の総額                                1,248百万円 

②  １株当たりの金額                               30円00銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成25年８月27日 

  

項目 (自  平成24年１月１日 
至  平成24年９月30日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間

 １株当たり四半期純利益金額 109円70銭 152円69銭 

    (算定上の基礎)   

 四半期純利益金額(百万円) 4,626 6,352 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

 普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 4,626 6,352 

 普通株式の期中平均株式数(株) 42,173,273 41,600,376 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要 

― ― 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２５年１１月１３日

キヤノン電子株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
キヤノン電子株式会社の平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期
連結会計期間（平成２５年７月１日から平成２５年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２
５年１月１日から平成２５年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キヤノン電子株式会社及び連結子会社の平
成２５年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    中    山    清    美    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    薄    井      誠     印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年11月13日 

【会社名】 キヤノン電子株式会社 

【英訳名】 CANON ELECTRONICS INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  酒 巻  久 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 埼玉県秩父市下影森1248番地 

【縦覧に供する場所】 キヤノン電子株式会社東京本社 

  （東京都港区芝公園三丁目５番10号） 

 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



当社の代表取締役社長である酒巻 久は、当社の第75期第３四半期(自 平成25年７月１日 至 平成

25年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認

いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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